
人事行政の運営等の状況について

令和３年１２月

岡崎市 総務部 人事課



岡崎市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年岡崎市条例第3号）第4条の規定に基づき、

令和２年度における岡崎市の人事行政の運営等の状況について次のとおり公表します。

第１ 岡崎市人事行政の運営の状況

１ 職員の任免及び職員数に関する状況

 ⑴ 令和２年度における職員の任免の状況 

ア 採用者数 （単位：人）

区 分 採用

事 務 職 69

技 術 職 11

消 防 職 8

保 育 職 79

医 療 職 156

技能業務職 8

計 331

※採用者数は、競争試験及び選考により採用した職員数です。

イ 退職者数 （単位：人）

区 分
退職

定年 早期 自己都合等 計

事 務 職 16 1 12 29

技 術 職 3 1 8 12

消 防 職 6 3 9

保 育 職 7 18 25

教 育 職 3 3

医 療 職 11 4 130 145

技能業務職 29 7 36

計 72 ６ 181 259

※定年は60歳（医師は65歳）、早期は定年前の早期退職です。自己都合等はそれ以外の理由によるものです。

⑵ 職員数の状況（令和２年４月１日現在）    （単位：人） 

区 分 職員数 職員定数

令和２年度 3,937（3,945） 4,109

※職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者を含み、公益的法人等へ派遣する職員、短時

間勤務の再任用職員及び臨時又は非常勤職員等は除きます。職員数の（ ）内は、公益的法人等へ派遣する職員を含んでおり、

(3)部門別職員数の状況と主な増減理由に記載の職員数と一致します。



 ⑶ 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

部 門
職員数 対前年

増減数
主な増減理由

令和２年 令和３年

一般行政部門

議 会

総 務

税 務

民 生

衛 生

労 働

農林水産

商 工

土 木

人

16

339

98

708

309

3

81

30

327

人

16

336

101

731

328

3

84

31

323

人

0

▲ 3

3

23

19

0

3

1

▲ 4

業務の移管に伴う減員など

育休代替任期付職員の配置など

保育需要増への体制強化など

ワクチン接種体制構築への対応

中山間地活用体制の強化

業務の移管に伴う体制充実

欠員の不補充など

計 1,911 1,953 42

特別行政部門

教 育

消 防

223

387

226

391

3

4

学校の体制強化など

消防体制の充実など

計 610 617 7

公 営 企 業 等

会 計 部 門

病 院

水 道

下水道

その他

1,179

98

61

86

1,203

99

62

84

24

1

1

▲ 2

県派遣職員の割愛採用

業務の移管に伴う体制充実

組織改正に伴う体制充実

業務の移管に伴う減員

計 1,424 1,448 24

合 計 3,945 4,018 73

※職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者及び公益的法人等へ派遣する職員を含み、短時

間勤務の再任用職員及び臨時又は非常勤職員等は除きます。



２ 人事評価の概要

岡崎市においては、職員を対象に人事評価制度を実施しています。

目 的

職員の能力や実績を適正に評価して人事や給与等の処遇に反映させるとともに、

目標管理の手法を用いて、行政のプロフェッショナルとしての自覚を促し、主体的

に課題に取り組むという職員の意識改革や効果的な人材育成の推進による市民

サービスの向上を目的とする。

制度の概要

原則として、第１次から第３次までの３人の評価者により、各職員に求められる

行動基準により、ＳからＤの５段階で評価する。最終評価者は、第１次及び第２次

評価者の評価結果等を勘案のうえ総合的見地から最終評価を決定する。

基 準 日 令和３年１月１日

評定期間 令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

対 象 者

全職員

ただし、休暇、休職、育休等により長期にわたり職務に従事しない場合、又は新

規採用、上位の職への昇任若しくは異動等のため評価可能期間が正味３か月未満と

なり、公正かつ適切な評定を行うことができないと認められる場合は除く。



３ 職員の給与の状況

 ⑴ 人件費の状況（令和２年度普通会計決算） 

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

⑵ 職員給与費の状況（令和２年度普通会計予算） 

※１ 給与費は、令和２年度当初予算計上額であり、職員手当には退職手当は含まれていません。

※２ （ ）内は、短時間勤務の再任用職員であり、外書きです。

 ⑶ 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（令和２年４月１日現在） 

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

一般行政職 294,145円 402,834円 39歳6カ月

技能業務職 301,461円 370,807円 50歳8カ月

⑷ 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 初 任 給

一般行政職
大学卒 188,700円

高校卒 154,900円

消防職
大学卒 195,500円

高校卒 160,100円

※採用試験に合格し、学校卒業後直ちに採用された者の初任給です。

 ⑸ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職員
大学卒 253,746円 310,483円 341,250円

高校卒 223,200円 261,600円 294,075円

住民基本台帳人口

(令和３年3月31日)
歳出額(Ａ) 実質収支 人件費(Ｂ)

人件費率

(Ｂ／Ａ)

385,823人 171,145,370千円 5,339,272千円 22,784,036千円 13.3％

職員数(Ａ)
給 与 費 １人当たり

給与費
(Ｂ／Ａ)報 酬 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計(Ｂ)

4,862人

（132人）

2,399,918

千円

8,724,526

千円

2,688,479

千円

4,022,286

千円

17,835,209

千円

3,668

千円



 ⑹ 一般行政職の級別職員数の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級

計標準的な
職務内容

事務員 主事 主査
主任
主査

副主幹 主幹 課長 次長 部長 部長

職 員 数 115人 278人 195人 215人 74人 90人 64人 32人 19人 0人 1,082人

構 成 比 10.6% 25.7% 18.0% 19.9% 6.8% 8.3% 5.9% 3.0% 1.8% 0.0% 100%

※１ 職員数は、岡崎市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分によるものです。

※２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な補職名です。

※３ 再任用職員は除きます。

 ⑺ 職員手当及び状況（令和２年４月１日現在） 

区 分
支 給 割 合

期末手当 勤勉手当

期末手当

勤勉手当

６月期
1.300月分

（0.725月分）

0.950月分

（0.450月分）

12月期
1.250月分

（0.725月分）

0.950月分

（0.450月分）

計
2.550月分

（1.450月分）

1.900月分

（0.900月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

※( )内は、再任用職員の支給割合です。

区 分
支 給 割 合

自己都合 定年・早期

退職手当

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分

定年前早期退職特例措置 － １年につき３％加算

退職時特別昇給 無

１人当たり平均支給額
（令和２年度）

932千円 19,560千円

地域手当

支給対象地域 全地域

支給率 10.5％

支給対象職員数（令和２年度普通会計予算額） 2,430人

支給対象職員１人当たり平均支給月額
（令和２年度普通会計決算額）

32,351円



特殊勤務手当

支給対象職種 全職種

職員全体に占める手当支給職員の割合
（令和２年４月実績）

39.1％

対象職員１人当たり平均支給月額
（令和２年度普通会計決算額）

5,871円

手当の種類 26手当

代表的な手当の名称
防疫等業務手当、有害物取
扱手当、消防業務手当、

救急救命業務手当

時間外勤務手当

支給総額 537,299千円

１人当たり平均支給年額
（令和２年度普通会計決算額）

221千円

区 分 内 容

扶養手当

配偶者 行７級以下 6,500円

行８級 3,500円

行９級以上 支給なし

子 10,000円

父母等 行７級以下 6,500円

行８級以上 3,500円

行９級以上 支給なし

特定期間の子の加算 5,000円

住居手当
借家居住者 16,000円を超える家賃の額に応じて支給

（上限 28,000円）

通勤手当
交通機関利用者 運賃相当額（上限 55,000円）

自動車等使用者 通勤距離区分に応じて支給（上限 29,300円）

⑻ 特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）    

区 分 給料月額等 期 末 手 当

給 料

市 長 1,122,000円 （令和２年度支給割合）

６月期 1.7月分

12月期 1.65月分

計 3.35月分

副市長 942,000円

教育長 746,000円

事業管理者 746,000円

常勤監査委員 659,000円

報 酬

議 長 740,000円

副議長 672,000円

議 員 617,000円



４ 職員の勤務時間その他勤務条件の状況

 ⑴ 勤務時間（令和２年４月１日現在） 

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

７時間45分 8:30 17:15 12:15～13:15

※勤務時間は、一般的な職場におけるものです。

 ⑵ 休 日 

休日は週休日(土・日曜日)、国民の祝日、年末年始(12月29日～１月３日)です。ただし、市民病院や

消防等の変則勤務の部署はこの限りではありません。

⑶ 主な休暇等の種類（令和２年４月１日現在） 

区 分 事 由 付与日数・期間等

年次休暇 １年につき20日

特別休暇

選挙権その他公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁

判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭す

る場合

必要と認められる期間

骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のための末梢血幹

細胞の提供希望者として登録を行う場合、又は、

配偶者、父母、子及び兄弟・姉妹以外の者に骨髄

移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため

末梢血幹細胞を提供する場合

必要と認められる期間

職員が自発的、かつ報酬を得ないで社会に貢献す

る活動を行う場合（ただし、専ら親族に対する支

援となる活動は除く。）

１年につき５日以内の期間

職員が結婚する場合 連続する７日以内の期間

８週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産す

る女性職員が申し出た場合

出産の日までの申し出た期間

女性職員が出産した場合 出産の日の翌日から８週間を経過

するまでの期間(産後６週間を経過

した女性の職員が就業を申し出た

場合において医師が支障ないと認

めた業務に就く期間を除く。)

生後１年に達しない子を育てる職員がその子の保

育のために必要と認められる授乳等を行う場合

１日２回それぞれ30分以内の期間



区 分 事 由 付与日数・期間等

特別休暇

職員の妻が出産する場合 出産の準備に要する日及び出産の

日の翌日から２週間を経過するま

での期間内における２日以内の期

間

男性職員が妻の産前産後期間中に小学校就学の始

期に達するまでの子を養育する場合

職員の妻の産前８週間、産後８週間

の期間中に５日以内の期間

中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職

員がその子を看護する場合

１年につき５日(対象となる子が２

人以上の場合は10日)以内の期間

要介護者の介護その他の規則で定める世話を行う

職員が、当該世話を行うため勤務しないことが相

当であると認められる場合

１年につき５日(要介護者が２人以

上の場合は10日)以内の期間

親族が死亡した場合 親族の区分に応じて定められた期

間

父母の追悼のための特別な行事の場合 １日以内の期間

心身の健康の維持及び増進、家庭生活の充実又は

盆等の諸行事に参加する場合

７月から10月までの期間内におけ

る５日以内の期間

地震、水害、火災その他の災害により職員の現住

居が滅失し、又は損壊した場合

７日以内の期間

職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活

に必要な水、食料等が著しく不足している場合で、

当該職員以外にはそれらの確保を行うことができ

ない場合

７日以内の期間

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等により出勤することが著しく困難であると認

められる場合

必要と認められる期間

生理日に勤務することが著しく困難な女性職員が

申し出た場合

１生理期に２日以内

女性職員が母子保健法の規定に基づく保健指導又

は健康診査を受ける場合

妊娠23週までは４週間に１回、妊娠

24週から35週までは２週間に１回、

妊娠36週から出産までは１週間に

１回、出産後１年まではその間に１

回、それぞれ１回につき１日以内の

期間

通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体の健

康維持に重大な支障を与えると妊娠中の女性職員

が申し出た場合

１日１回１時間以内の期間

病気休暇
負傷又は疾病のために療養する必要がある場合 その療養のため必要と認められる

期間



区 分 事 由 付与日数・期間等

介護休暇

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規

則で定める者の負傷、疾病又は老齢により日常生

活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤

務しないことが相当であると認められる場合

介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、連続する６月の期間内

介護時間

職員が要介護者の介護をするため、１日の勤務時

間の一部につき勤務しないことが相当であると認

められる場合

介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、連続する３年の期間内に

おいて１日につき２時間を超えな

い範囲内で必要と認められる時間

※短時間勤務の再任用職員の年次休暇付与日数は、勤務日数により異なります。

 ⑷ 年次休暇の取得状況 

令和２年４月１日から令和３年３月31日における再任用職員を除く職員の年次休暇の平均取得日数

は12.4日となっており、令和元年度（11.2日）よりも増加しました。再任用職員の年次休暇の平均取得

日数は、16.7日となっており、令和元年度（15.1日）よりも増加しました。



５ 職員の休業の状況

⑴ 育児休業等取得者数（令和２年度）         （単位：人） 

区 分 男 性 女 性 合 計

育児休業取得者数 29 92 121

部分休業取得者数 2 63 65

育児短時間勤務をした職員数 0 8 8

計 31 163 194

※１ 人数は令和２年度中に新たに育児休業、部分休業又は育児短時間勤務をした職員数です。同一職員が複数の休業等を取得

した場合、計は１人としています。

※２ 部分休業とは、地方公務員の育児休業等に関する法律(平成３年法律第110号)第19条第１項に規定する部分休業を、育児

短時間勤務とは同法第10条第１項に規定する育児短時間勤務をいいます。

⑵ 自己啓発等休業取得者数（令和２年度） 

区 分 男 性 女 性 合 計

自己啓発等休業取得者数 0 2 2

※自己啓発等休業とは、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第26条の５第１項に規定する自己啓発等休業をいいます。

⑶ 配偶者同行休業取得者数（令和２年度） 

区 分 男 性 女 性 合 計

配偶者同行休業取得者数 0 2 2

※配偶者同行休業とは、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第26条の６第１項に規定する配偶者同行休業をいいます。



６ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況

⑴ 分限処分の状況（令和２年度）                         （単位：人） 

区 分 降任 免職 休職 降給 合計

勤務実績が良くない場合
地公法第28条
第１項第１号

0 0 0 0 0

心身の故障の場合
地公法第28条
第１項第２号
第２項第１号

0 0 48 0 48

職に必要な適格性を欠く場合
地公法第28条
第１項第３号

0 0 0 0 0

職制、定数の改廃、予算の減少に
より廃職、過員を生じた場合

地公法第28条
第１項第４号

0 0 0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合
地公法第28条
第２項第２号

0 0 0 0 0

条例で定める事由による場合
地公法第27条

第２項
0 0 0 0 0

計 0 0 48 0 48

※分限処分とは病気等により職員がその職責を十分に果たせない場合に、公務能率の維持を目的として行う不利益処分です。

⑵ 懲戒処分の状況（令和２年度）                         （単位：人） 

区 分 戒告 減給 停職 免職 合計

法令に違反した場合
地公法第29条
第１項第１号

0 0 0 0 0

職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合

地公法第29条
第１項第２号

0 0 0 0 0

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合

地公法第29条
第１項第３号

0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0

※懲戒処分とは職員が公務員としてふさわしくない非違行為や義務違反をした場合に、その責任を問うために行う制裁的処

分です。



７ 職員の服務の状況

地方公務員法では、職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっ

ては、全力を挙げてこれに専念しなければならないという服務の根本基準が示されています。また、職員

には、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念す

る義務、政治的行為の制限等に関する規定の遵守が求められています。

令和２年度においては、新規採用職員研修を始めとする公務員倫理研修の実施や通達等により、職員の

服務規律の確保に努めました。

⑴ 服務に関する職員への通達状況（令和２年度） 

通 達 日 通 達 名

令和２年12月21日 服務規律の確保及び綱紀の粛正について（通達）

令和３年２月５日 適正な事務の執行について（依命通達）

⑵ 営利企業等への従事許可の状況（令和２年度）           （単位：件） 

区 分 市全体

① 営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他

の団体の役員その他規則で定める地位を兼ねるもの
6

② 自ら営利を目的とする私企業を営むもの 2

③ ①②を除き報酬を得て事業若しくは事務に従事するもの 55

計 63

※令和２年度中に申請があり、新たに許可を与えた件数です。



８ 職員の退職管理の状況

岡崎市では、職員の再就職の透明性及び公正性を高めるために、「岡崎市職員の退職管理に関する条例」

の規定に基づき、退職後過去２年間の再就職状況を公表しています。

令和元年度及び令和２年度に課長級以上の職で退職した者のうち、再就職状況の報告があったものの人

数は以下のとおりです。

令和元年度末退職者 14人

令和２年度末退職者 ５人

計 19人



９ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況について

⑴ 階層別研修 

研 修 名 対 象 者 研修内容等
開
講
数

研
修
日
数

延
日
数

修
了
者
数

新規採用職員

前期研修

令和２年度新規採用

行政職員

・公務員としての自覚を促し､岡崎

市職員にとって必要な基本的知

識の習得を図る｡

・仕事を進めるにあたり必要なス

キルを学ぶとともに、幅広い行政

への意識を高める。

（資料配布）

0

令和２年度新規採用

保育職員・技能業務職員
0

新規採用職員

マナー研修
令和２年度新規採用行政職員

基本的かつ必要不可欠なマナー

を習得することにより、新社会人、

公務員としての意識の確立を図

る。

2 1 1 64

新規採用職員

電話応対研修
令和２年度新規採用行政職員

電話応対に関する実践的な技術

指導を受けることより、接遇能力

の向上を図る。

2 1 1 64

新規採用職員

Growin' Up研修
令和２年度新規採用行政職員

報・連・相行動を通じて社会人に

求められる基礎的な能力及び基

準を体得させる。

自立成長の起点づくりを行い、社

会人としての意識形成を図る。

4 1 4 64

新規採用保育

職員マナー研修
令和２年度新規採用保育職員

基本的かつ必要不可欠なマナー

を習得することにより、新社会人、

公務員としての意識の確立を図

る。

2 1 2 35

新規採用職員

中期研修
令和２年度新規採用行政職員

新規採用職員に身につけてもら

いたい基本的な法律知識や岡崎

市政等の知識を習得する。

（ｅラーニング）

0



研 修 名 対 象 者 研修内容等
開
講
数

研
修
日
数

延
日
数

修
了
者
数

新規採用職員

安全運転実技

研修

自動車免許を所有する令和２年

度新規採用行政職員

入出庫や後方誘導等の実演・実

技を通して、安全運転の重要性

を理解する。

4 1 2 64

新規採用職員

後期研修
令和２年度新規採用行政職員

・公務員に必要とされる接遇に関

する知識や心構えを再確認する

とともに、グループワークを通じて

接遇及びコミュニケーションの重

要性を具体的、現実的に考える。

・採用後の６か月間を振り返り、岡

崎市職員としての意識を高め、今

後の目標について考える。

2 1 1 64

新規採用職員

フォロー研修
令和２年度新規採用行政職員

採用後の１年間を振り返り、研修

で学んだ観点の再確認と定着を

図るとともに、さらなる成長に向け

た内省力の強化を目指す。

2 1 1 64

主事・技師昇任

前研修

令和２年度主事・技師昇任試験

受験予定職員

令和２年度新規採用行政職員

（民間経験者）

主事及び技師への昇任を控えた

職員に、地方自治法等の公務員

として必要な基本法令等を再確

認させる。

2 1 2 45

公務員倫理研修

令和２年度主事・技師に昇任し

た行政職員及び医療職員の

うち指名する職員

信頼される公務員となるために、

期待される役割を認識し、求めら

れる態度・行動を自発的にとれる

よう、公務員倫理の再確認をす

る。

2 1 2 45

主事・技師研修

Ⅰ

令和２年度主事・技師に昇任

した行政職員

自らの仕事の進め方を振り返り、

現状と課題を把握したうえで、主

体性やチーム視点など、仕事の

質を向上させる実践的なスキル

の習得を図る。

2 1 2 58

主事・技師研修

Ⅱ

令和元年度主事・技師に昇任

した行政職員

自らに求められる役割を再確認

し、フォロワーシップについての

理解を深めるとともに、問題発見・

解決力の強化を図る。

2 1 2 45



研 修 名 対 象 者 研修内容等
開
講
数

研
修
日
数

延
日
数

修
了
者
数

主事・技師研修

Ⅲ

平成30年度主事・技師に昇任

した行政職員

自律的キャリア形成の視点からセ

ルフマネジメントの重要性を理解

するとともに、多様なメンバーに

効果的に働きかけるためのチー

ム視点の理解を深める。

2 1 2 63

主査研修
令和２年度主査級に昇任した

行政職員

職場の人間関係を良好にし、一

体感のある結束力の高い職場を

作るために必要なコミュニケー

ション手法を身に付けるとともに、

他者との関係の中で発揮する能

力を啓発する。

2 1 2 45

新任係長研修 令和２年度新任係長

係長に求められる役割を理解す

るとともに、マネジメントの基本と

リーダーシップの発揮、部下育成

のためのコミュニケ―ションなど

実践的なスキルを習得する。

2 1 2 31

新任副課長研修 令和２年度新任副課長等
管理職に求められるマネジメント

力の向上を図る。
1 1 1 26

新任課長研修①

（議会運営）

令和２年度課長級昇任者等

指名する職員

市議会の基本的な仕組みを理解

するとともに、模擬委員会により

委員会運営のルールを認識す

る。

1 1 1 19

新任課長研修②

（危機管理）

令和２年度課長級昇任者等

指名する職員

所属長に求められる危機管理意

識と危機における対応能力の向

上を図る。

1 1 1 19

再任用職員研修 令和２年度新規再任用職員

再任用にあたり、組織の中で自身

の新しい立場と役割を再確認す

る。

4 1 2 50

計 20 コース 39 18 31 865



⑵ 課題別研修 

研 修 名 対 象 者 研修内容等
開
講
数

研
修
日
数

延
日
数

修
了
者
数

法制執務研修 受講を希望する職員

分権時代の自治行政に携わる職

員としての法的理解力・法制執務

能力の向上並びにその応用力の

定着を図る。

2 1 2 72

政策形成能力

向上研修
主事・技師及び主査の希望者

複眼的思考により事実に基づい

て気づきを抽出し、論理的に問

題を定義する手法を習得する。

定義した問題から、次の時代に

向けた課題を創造するための考

え方を理解する。

1 2 2 18

ワーク・ライフ・

バランス研修
平成31年度採用行政職員

若手職員が働きがいをもって業

務に取り組むため、ワーク・ライ

フ・バランスを推進することの重要

性について理解する。

2 1 1 40

キャリアデザイン

研修

①平成３１年度採用の女性保育

職員 ライフイベントを想定した個性豊

かなキャリアプランニングをするこ

とで、女性のキャリア構築を支援

する。

2 1 1 38

②平成３０年度採用の女性行政

職員
1 1 1 17

育児休業中職員

向けセミナー

①育児休業中の女性行政職員
育児休業からの職場復帰に備

え、必要なスキルの習得及び参

加者相互の関係構築を図ること

で、円滑な職場復帰に繋げる。

2 2 2 13

②育児休業中の女性保育職員 1 1 1 5

育休復帰者

バックアップ研修

育児休業を経験した主任主査

以下の女性職員（保育職、病院

勤務の医療職除く）

キャリアにおけるターニングポイ

ントである育児期にある女性職員

が、キャリアを形成することの重要

性や求められる役割について理

解を深め、自らの経験を組織の

中でどう生かすのかを共に考え

る。

1 1 1 6



メンター研修 メンター登録希望者

メンティのキャリア発達を支援す

ることでメンター自身が自らの経

験を発展的に捉え、能力やリー

ダーシップを発揮できるように支

援する。

1 1 1 13

ダイバーシティ・

マネジメント研修
令和２年度新任副課長

女性職員をはじめとする多様な

人材が能力を発揮するために必

要な観点や意識改革の必要性を

理解することで、働きやすい職場

の実現につなげる。

1 1 1 25

職場環境改善

研修

①各所属等の長
ストレスに対する正確な知識の習

得と、ストレスチェックに基づく職

場環境の現状把握及び改善のポ

イント習得を通して、職員が能力

を発揮し、働きやすい職場づくり

につなげる。

2 1 1 152

②令和２年度新任係長 2 1 1 28

後輩指導力養成

研修

平成30年度採用の保育職員・

消防職員

後輩職員育成の基礎知識を習得

する。
2 1 1 41

チューター

フォロー研修
令和２年度チューター選任者

新人育成を実施した半年間を振

り返り、ＯＪＴ活動の改善点等を考

察することで、今後の職場研修の

さらなる促進を図る。

2 1 2 64

人事評価研修 評価者に指定された職員
人事評価制度の内容を理解す

る。
5 1 2 55

事業選択力向上

研修

福祉部、こども部、建築部のうち

対象課の副課長

多様化する働き方の理解を深

め、これからの自分の働き方につ

いて考える。

7 7 7 10

ダイバーシティ

研修

平成３０年度採用の男性行政

職員

多様化する働き方の理解を深

め、これからの自分の働き方につ

いて考える。

1 1 1 39

ハラスメント防止

研修
令和２年度新任副課長

ハラスメントの正しい知識を習得

したうえで、ハラスメント防止の徹

底を図る。

1 1 1 33



交通安全研修

自動車運転免許所有者のうち、

受講を希望する職員又は所属

長が指名する職員

・安全運転の重要性を理解する。

・交通事故の現状を認識し、事故

防止の徹底を図る。

2 1 1 29

会計年度任用

職員研修

受講を希望する会計年度任用

職員

基本的かつ必要不可欠なマナー

を習得することにより、公務員とし

ての意識の確立を図る。

2 1 2 49

特別研修 令和２年度新規採用職員
全庁的に必要とされる知識を周

知する内容の研修を実施する。
1 1 1 63

計 18 コース 41 29 32 810

⑶ 派遣研修 

研 修 名 対 象 者
開
講
数

延
日
数

修
了
者
数

自治大学校 指名された職員 2 62 2

市町村アカデミー 指名・公募・所属長から推薦された職員 3 13 3

国際文化アカデミー 指名・公募・所属長から推薦された職員 4 16 4

愛知県市町村振興協会研修

センター
指名・公募・所属長から推薦された職員 47 34 26

消防大学校 指名された職員 2 31 2

愛知県消防学校 指名された職員 4 374 14

その他民間教育団体等主催

研修
指名・公募・所属長から推薦された職員 4 5 3

計 7コース 66 535 54



10 職員の福祉及び利益の保護の状況

⑴ 共済組合負担金                               

区 分 執 行 額 一人当たりの負担額

令和２年度 4,867,255,846円 1,282,882円

⑵ 職員互助会（令和２年度決算） 

市費補助金額（交付決定額） 会員数

11,620,575円 3,950人

⑶ 勤労者財産形成貯蓄（令和２年度末現在） 

区 分 契約件数 金 額

一般財形 167件 204,944,217円

財形年金 28件 60,977,078円

財形住宅 15件 33,606,858円

計 210件 299,528,153円

⑷ 安全衛生管理体制 

ア 安全衛生管理体制の概要

職員の安全の確保、健康の保持増進などの諸施策を効率的に推進するために、岡崎市職員安全衛生

管理規程の定めるところにより、総括安全衛生管理者を組織の長とする安全衛生管理体制を整備して

います。

また、調査審議機関として職員の安全衛生についての基本的対策については、本庁に総括安全衛生

委員会、その他の事業場に衛生委員会又は安全衛生委員会を設置しています。

イ 一般定期健康診断

健康管理区分（医療面）

対象職員数 受診者数 未受診者 要精密検査 要観察 観察不要

人数 5,099人 5,099人 0人 2,890人 1,866人 343人

割合 － 100％ 0％ 56.7％ 36.6％ 6.7％



ウ 特別定期健康診断（深夜業務従事者健診）

健康管理区分（医療面）

対象職員数

（延べ）

受診者数

（延べ）
未受診者 要精密検査 要観察 観察不要

人数 917人 917人 0人 366人 380人 171人

割合 － 100％ 0％ 39.9％ 41.4％ 18.7％

エ 特別健康診断（VDT作業従事者健康診断）

健康管理区分（医療面）

対象職員数

（希望者）
受診者数 未受診者 要精密検査 要観察 正常

人数 41人 38人 3人 11人 15人 12人

割合 － 92.7％ 7.3％ 28.9％ 39.5％ 31.6％

オ 健康指導等の実施状況

職員の健康の保持増進を図るため、医師・保健師により、健診結果に基づく事後管理、一般疾病の

予防・治療対策、心の健康問題についての相談及び保健指導を実施しています。

⑸ 職員の災害補償 

ア 公務災害認定件数 （単位：件）

区 分

負 傷 疾 病

合計
自己職
務遂行
中

出張中 その他 計

公務上の
負傷に起
因する
疾病

職業病

その他
公務起
因性の
明らか
な疾病

計

令和２年度 44 0 0 44 0 0 0 0 44

イ 通勤災害認定件数 （単位：件）

区分 出勤途上 退勤途上 合 計

令和２年度 0 １ 1

ウ 負担金執行額

区分 金 額

令和２年度分 27,411,583円



第２ 岡崎市公平委員会の業務の状況

令和２年度における勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立て事案数

（単位：件）

内 容
勤務条件に関する

措置要求事案数

不利益処分に関する

不服申立て事案数

新 規 0 0

前年度からの継続 0 0

終 了 0 0

※勤務条件に関する措置要求とは、公平委員会に対し、職員が給与・勤務時間等の勤務条件に関して地方公共団体の機関により、

適当な措置が執られるべきことを要求できる制度です。

※不利益処分に関する不服申立てとは、職員が懲戒処分等の不利益処分を受けたことに不服がある場合に、公平委員会に対し、

行政不服審査法上の不服申立て（請求審査又は異議申立て）をすることができる制度です。


